
公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（インフルエンザ様疾患罹患時の異常行動に関す

る研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 鶏内 雅司 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７４８） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（ワクチン接種と重篤副反応の発生に関する疫学

研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）以下のアからサに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関に所属する者（当該研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職

（※１）、指定職（※１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

ク．申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設

が使用できる機関であること 

ケ．申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関

であること 

コ．申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等

を含む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関であること 

サ．本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うこ



とができる機関であること 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

また、委託契約の履行能力を確認するため、審査時に、機関の営む主な事業内容、資産及び負債等 

財務に関する資料等の提出を求めることがあります。 

         

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費補助金（以下「補助金」という。）の配分先の

選定に関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、委託費

の応募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・補助金の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要領（案）」に基づき提出された企画書等について評価を

行い、上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 25 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 25 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要領（案）」による。 

 

 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


 

【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 鶏内 雅司 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７４８） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医薬品等の市販後安全対策における医療情報デ

ータベース利活用のための薬剤疫学研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 河邉 絵里 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７５１） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医療機器の市販後における使用成績評価の質及

び信頼性の確保のための要件等に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 高畑 正浩  

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７５１） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医療情報データベースの充実強化のための地域

連携の推進方策に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 河邉 絵里 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７５１） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（血液製剤のウイルス等安全性確保のための評価技 

術開発に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関に所属する者（当該研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職

（※１）、指定職（※１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

また、委託契約の履行能力を確認するため、審査時に、機関の営む主な事業内容、資産及び負債等 

財務に関する資料等の提出を求めることがあります。 

         

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応募

はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

  その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


 

【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局血液対策課 上田 恵子 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２９０５） 

F A X：０３－３５０７－９０６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医薬品等の医療機関からの副作用等報告の促進

に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 鶏内 雅司 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７４８） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医療機器の MRI 装置からの影響の評価と情報提

供のあり方に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 里見 智美 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７５８） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（妊娠・授乳期における医療用医薬品の使用上の

注意の在り方に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局安全対策課 鶏内 雅司 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７４８） 

F A X：０３－３５０８－４３６４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医薬品品質システムにおける医薬品・製造・品質

管理手法の系統化及び国際調和に関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課 柴辻 正喜 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線２７６３） 

F A X：０３－３５０１－００３４ 

 



公 示 

 

次のとおり、企画競争について公示します。 

 

平成 26 年 1 月 31 日 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省医薬食品局長 今別府 敏雄 

 

１ 企画競争に付する事項 

  平成２６年度「厚生労働科学研究委託業務（医薬品・医療機器等に係るレギュラトリーサイエ

ンスに関する研究）」 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被補佐人又

は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）経営状況、信用度が極度に悪化していないこと。 

（５）以下のアからキに掲げる国内の研究機関等 

ア．国の施設等機関（研究者が教育職、研究職、医療職（※１）、福祉職（※１）、指定職（※

１）又は任期付研究員である場合に限る。） 

イ．地方公共団体の附属試験研究機関 

ウ．学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

エ．民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

オ．研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益

社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

カ．研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条の規

定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 

キ．その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

（６）申請課題が採択された場合に、申請課題の事業の実施に際し、所属機関の施設及び施設が使

用できる機関等であること 

（７）申請課題が採択された場合に、申請課題の契約手続き等の事務を行うことができる機関等で

あること 

（８）申請課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含

む）に対して、国益のために責任ある対処を行うことができる機関等であること 



（９）本事業終了後も、引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことが

できる機関等であること 

 

  ※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。   

 

※ 厚生労働省本省の職員として厚生労働科学研究費（以下「研究費」という。）の配分先の選定に

関わっていた期間から１年を経ない者は、当該者が配分に関わった研究事業について、研究費の応

募はできないものとする。 

なお、「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。 

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官 

・研究費の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員 

         

３ 契約候補者の選定 

  「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」に基づき提出された企画書等について評価を行い、

上位１課題程度を契約候補として選定する。 

 

４ 企画競争説明書に対する質問の受付及び回答 

  質問は、下記により FAX（A４、様式自由）にて受け付ける。 

（１）受 付 先 下記記載の「本件担当、連絡先」 

（２）受付期間 平成 26 年２月６日 （木）までの 10:00～17:00 

（３）回 答 平成 26 年２月 13 日 （木）までにＨＰにて掲載する。 

 

５ 企画書等の提出期限等 

（１）提出期限 平成 26 年２月 28 日 （金）17 時 30 分 

（２）提出先及び提出方法  府省共通研究開発管理システム（e-Rad）（http://www.e-rad.go.jp/）

を用いてのオンラインでのみ公募を行う。 

 

６ 企画書の無効 

  本公示に示した企画競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企

画書等は、無効とする。 

 

７ その他 

  暴力団排除にかかる誓約書の提出。 

その他詳細は、「平成 26 年度厚生労働科学研究公募要項」による。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


【本件担当、連絡先】 

住 所：東京都千代田区霞が関１－２－２ 

担 当：厚生労働省医薬食品局総務課 武内 聡 

電 話：０３－５２５３－１１１１（内線４２１１） 

F A X：０３－３５９１－９０４４ 

 


